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■業務方法書（案）と 先行事例との比較表

岐阜県

病院３法人（案）

地方独立行政法人化先行事例（病院関係） 独立行政法人

国立病院機構

国立大学法人

東京大学

公立大学法人大分県立

看護科学大学

公立大学法人大阪府立

大学静岡県 秋田県 山形県 岡山県 大阪府 宮城県

法人／病院数 3法人 ／ 3病院 1法人 ／ 3病院 1法人 ／ 2病院 1法人 ／ 1病院 1法人 ／ 1病院 1法人 ／ 5病院 1法人 ／ 1病院 － － － －

法人設立日 H22.4.1（予定） H21.4.1 H21.4.1 H20.4.1 H19.4.1 H18.4.1 H18.4.1 － － － －

法人形態 一般（非公務員型） 一般（非公務員型） 一般（非公務員型） 一般（非公務員型） 特定（公務員型） 特定（公務員型） 一般（非公務員型） － － － －

規程名称 業務方法書（案） 業務方法書 業務方法書 業務方法書 業務方法書 業務方法書 業務方法書 業務方法書 業務方法書 業務方法書 業務方法書

目的 （目的）

第１条 この業務方法

書は、地方独立行政法人

法（平成15年法律第118

号。以下「法」という。）

第 22 条第１項及び岐阜

県地方独立行政法人法

施行細則（平成 22 年岐

阜県規則第○号）第２条

の規定に基づき、地方独

立行政法人○○○○○

○○○○○（以下「法人」

という。）の業務の方法

について基本的事項を

定め、その業務の適正な

運営に資することを目

的とする。

（目的）

第１条 この業務方法

書は、地方独立行政法人

法(平成15年法律第118

号。以下｢法｣という。)

第 22条第 1項及び地方

独立行政法人静岡県立

病院機構の業務運営並

びに財務及び会計に関

する規則(平成21年静岡

県規則第18号)第2条の

規定に基づき、地方独立

行政法人静岡県立病院

機構(以下｢法人｣とい

う。)の業務の方法につ

いて基本的事項を定め、

その業務の適正な運営

に資することを目的と

する。

（目的）

第１条 この業務方法

書は、地方独立行政法人

法(以下｢法｣という。)第

22 条第 1 項及び地方独

立行政法人法施行細則

(平成16年秋田県規則第

5号)の規定に基づき、地

方独立行政法人秋田県

立病院機構(以下｢法人｣

という。)の業務の方法

について基本的事項を

定め、その業務の適正な

運営に資することを目

的とする。

（目的）

第１条 この業務方法

書は、地方独立行政法人

法(平成15年法律第118

号。以下｢法｣という。)

第 22 条及び地方独立行

政法人山形県・酒田市病

院機構の業務運営等に

関する規則第 2 条の規

定に基づき、地方独立行

政法人山形県・酒田市病

院機構(以下｢法人｣とい

う。)の業務の方法につ

いて基本的事項を定め、

もってその業務の適正

な運営に資することを

目的とする。

（目的）

第１条 この業務方法

書は、地方独立行政法人

法(平成 15 年法律第 118

号。以下｢法｣という。)

第 22 条第 1 項及び岡山

県地方独立行政法人法

施行細則(平成19年岡山

県規則第 号)の規定に

基づき、地方独立行政法

人岡山県精神科医療セ

ンター(以下｢法人｣とい

う。)の業務の方法につ

いて基本的事項を定め、

その業務の適正な運営

に資することを目的と

する。

（目的）

第１条 この業務方法

書は、地方独立行政法人

法(平成 15 年法律第 118

号。以下｢法｣という。)

第 22 条第 1 項及び大阪

府地方独立行政法人法

施行規則(平成17年大阪

府規則第30号)の規定に

基づき、地方独立行政法

人大阪府立病院機構(以

下｢法人｣という。)の業

務の方法について基本

的事項を定め、その業務

の適正な運営に資する

ことを目的とする。

（目的）

第１条 この業務方法

書は、地方独立行政法人

法(平成15年法律第118

号。以下｢法｣という。)

第 22条第 1項及び地方

独立行政法人宮城県立

こども病院の業務運営

等に関する規則(平成 18

年宮城県規則第40号)第

2条の規定に基づき、地

方独立行政法人宮城県

立こども病院(以下｢法

人｣という。)の業務の方

法について基本的事項

を定め、その業務の適正

かつ効率的な運営に資

することを目的とする。

（目的）

第１条 この業務方法書

は、独立行政法人通則法

（平成１１年法律第１

０３号。以下「通則法」

という。）第２８条第１

項の規定に基づき、独立

行政法人国立病院機構

（以下「国立病院機構」

という。）の業務の方法

について基本的事項を

定め、もってその業務の

適正かつ効率的な運営

に資することを目的と

する。

（目的）

第１条 この業務方法

書は、国立大学法人法

（平成１５年法律第１

１２号。以下「法人法」

という。）第３５条にお

いて準用する独立行政

法人通則法（平成１１年

法律第１０３号）第２８

条第１項の規定に基づ

き、国立大学法人法施行

規則（平成１５年文部科

学省令第５７号）第８条

に規定する事項を定め、

国立大学法人東京大学

（以下「大学法人」とい

う。）の業務の適正な運

営に資することを目的

とする。

（目的）

第１条 この業務方法

書は、地方独立行政法人

法（平成１５年法律第１

１８号。以下「法」とい

う。）第２２条第１項及

び大分県が設立する地

方独立行政法人の業務

運営並びに財務及び会

計に関する規則（平成１

８年大分県規則第号）第

２条の規定に基づき、公

立大学法人大分県立看

護科学大学（以下「法人」

という。）の行う業務の

方法について基本的事

項を定め、その業務の適

正な運営に資すること

を目的とする。

（目的）

第１条 この業務方法書

は、地方独立行政法人法

（平成１５年法律第１

１８号。以下「法」とい

う。）第２２条第１項及

び大阪府地方独立行政

法人法施行細則（平成１

７年大阪府規則第３０

号）の規定に基づき、公

立大学法人大阪府立大

学（以下「法人」という。）

の業務の方法について

基本的事項を定め、その

業務の適正な運営に資

することを目的とする。

（不要）

（中期計画）

第３条 法人は、地方独

立行政法人山形県・酒田

市病院機構定款第 18 条

各号に掲げる業務を山

形県知事及び酒田市長

の認可を受けた中期計

画に従って行うものと

する。

（業務の執行）

第２条 法人の業務は、

法及び地方独立行政法

人宮城県立こども病院

定款(以下｢定款｣とい

う。)その他の関係法令

によるほか、この業務方

法書に定めるところに

より行う。

（業務の執行）

第２条 国立病院機構の

業務は、通則法及び独立

行政法人国立病院機構

法（平成１４年法律第１

９１号。以下「機構法」

という。）その他の関係

法令によるほか、この業

務方法書に定めるとこ

ろにより行う。

業務運営

の基本方

針

（業務運営の基本方針）

第２条 法人は、法第

26 条第１項の規定によ

り作成する中期計画に

基づき、業務の効率的か

つ効果的な運営に努め

るものとする。

（業務運営の基本方針）

第２条 法人は、法第

25 条第 1 項の規定によ

り静岡県知事(以下｢知

事｣という。)から指示さ

れた中期目標に基づき、

業務の効果的かつ効率

的な運営を行うものと

する。

（業務運営の基本方針）

第２条 法人は、法第

25 条第 1 項の規定によ

り秋田県知事(以下｢知

事｣という。)から指示さ

れた中期目標に基づき、

業務の効果的かつ効率

的な運営に努めるもの

とする。

（業務運営の基本方針）

第２条 法人は、法第

25 条第 1 項の規定によ

り山形県知事及び酒田

市長から指示された中

期目標に基づき、業務の

効果的かつ効率的な運

営に努めるものとする。

（業務運営の基本方針）

第２条 法人は、法第

25 条第 1 項の規定によ

り岡山県知事(以下｢知

事｣という。)から指示さ

れた中期目標に基づき、

業務の効果的かつ効率

的な運営に努めるもの

とする。

（業務運営の基本方針）

第２条 法人は、法第

25 条第 1 項の規定によ

り大阪府知事(以下｢知

事｣という。)から指示さ

れた中期目標に基づき、

業務の効果的かつ効率

的な運営に努めるもの

とする。

（業務運営の基本方針）

第３条 法人は、定款第

1条の目的を達成するた

め、法第25条第 1項の

規定により宮城県知事

(以下｢知事｣という。)か

ら指示された中期目標

に基づき、業務の適正か

つ効率的な運営に努め

るものとする。

（業務運営の基本方針）

第３条 国立病院機構

は、機構法第３条の目的

を達成するため、厚生労

働大臣から指示された

中期目標に基づき、業務

の適正かつ効率的な運

営に努めるものとする。

（業務運営の基本方針）

第２条 法人は、法第２

５条第１項及び法第７

８条第１項の規定によ

り大分県知事から指示

された中期目標に基づ

き、業務の効果的かつ効

率的な運営に努めるも

のとする。

（業務運営の基本方針）

第２条 法人は、法第２

５条第１項及び法第７

８条第１項の規定によ

り大阪府知事から指示

された中期目標に基づ

き、業務の効果的かつ効

率的な運営に努めるも

のとする。

病院の設

置及び運

営

（不要）

（病院の設置及び運営）

第３条 法人は、医療の

提供、医療に関する調査

及び研究等を行うこと

により、秋田県の医療政

策として求められる高

度専門医療を提供し、並

びに県域における医療

水準の向上を図り、もっ

て県民の健康の維持と

増進に寄与するため、地

方独立行政法人秋田県

立病院機構定款(以下

｢定款｣という。)第15条

に定める病院を設置し、

（病院の設置及び運営）

第３条 法人は、精神障

害者の医療、保護及び発

生の予防並びにこれら

に必要な研究を行うた

め、地方独立行政法人岡

山県精神科医療センタ

ー定款(以下｢定款｣とい

う。)第１７条に定める

病院を設置し、これを運

営するものとする。

（病院の設置及び運営）

第３条 法人は、大阪府

の医療政策として求め

られる高度専門医療を

提供し、及び府域におけ

る医療水準の向上を図

り、府民の健康の維持と

増進に寄与するため、地

方独立行政法人大阪府

立病院機構定款(以下

｢定款｣という。)第17条

に定める病院を設置し、

これを運営するものと

する。

（大学の設置及び運営）

第３条 法人は、広い分

野の総合的な知識と深

い専門的学術を教授研

究し、豊かな人間性と高

い知性を備えるととも

に応用力や実践力に富

む有為な人材を養成す

るため、大阪府立大学を

設置し、これを運営する

ものとする。
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岐阜県

病院３法人（案）

地方独立行政法人化先行事例（病院関係） 独立行政法人

国立病院機構

国立大学法人

東京大学

公立大学法人大分県立

看護科学大学

公立大学法人大阪府立

大学静岡県 秋田県 山形県 岡山県 大阪府 宮城県

法人／病院数 3法人 ／ 3病院 1法人 ／ 3病院 1法人 ／ 2病院 1法人 ／ 1病院 1法人 ／ 1病院 1法人 ／ 5病院 1法人 ／ 1病院 － － － －

これを運営するものと

する。

法人の行

う業務

↓

業務実施

の方法

（不要）

（業務実施の方法）

第３条 法人は、地方独

立行政法人○○○○○

○○○○○定款（以下

「定款」という。）第17

条第4号及び第6号に掲

げる業務の実施に当た

り、その建物の一部、設

備、器械及び器具を、法

人に勤務しない医師等

の診療又は研究のため

に利用させることがで

きる。

２ 法人は、定款第 17

条各号に掲げる業務の

実施に当たり、法人以外

の者から受託し、又は法

人以外の者と連携して、

業務を行うことができ

る。

（法人の行う業務）

第３条 法人は、地方独

立行政法人静岡県立病

院機構定款(以下｢定款｣

という。)第16条の規定

に基づき、次の業務を行

うものとする。

(1) 医療の提供及びその

附帯業務

(2) 医療に関する調査及

び研究並びにその附帯

業務

(3) 医療に関する技術者

の研修及びその附帯業

務

(4) 医療に関する地域へ

の支援及びその附帯業

務

(5) 災害等における医療

救護及びその附帯業務

２ 法人は、前項の業務

のほか、同項の業務の遂

行に支障のない範囲内

で、その建物の一部、設

備、器械及び器具を、法

人に勤務しない医師等

の診療又は研究のため

に利用させることがで

きる。

３ 法人は、法人の目的

の範囲内において、法人

以外の者から受託し、又

は法人以外の者と連携

して、業務を行うことが

できる。

（法人の行う業務）

第４条 法人は、定款第

16 条の規定に基づき、

次の業務を行うものと

する。

一 医療を提供するこ

と

二 医療に関する調査

及び研究を行うこと

三 医療に関する技術

者の研修を行うこと

四 医療に関する地域

への支援を行うこと

五 災害時における医

療救護を行うこと

六 前各号に掲げる業

務に附帯する業務を行

うこと

２ 法人は、前項に掲げ

る業務のほか、同項の業

務の遂行に支障のない

範囲内で、その建物の一

部、設備、器械及び器具

を、法人に勤務しない医

師等の診療又は研究の

ために利用させること

ができる。

３ 法人は、法人の設置

目的の範囲内において、

法人以外の者から受託

し、又は法人以外の者と

連携して、調査及び研究

並びに業務を行うこと

ができる。

（法人の行う業務）

第４条 法人は、定款第

18 条の規定に基づき、

次の業務を行うものと

する。

(1) 医療の提供に関する

こと

(2) 医療に関する調査及

び研究に関すること

(3) 医療に関する技術者

の研修に関すること

(4) 前 3号に掲げる業務

に附帯する業務に関す

ること

２ 法人は、前項に掲げ

る業務のほか、同項の業

務の遂行に支障のない

範囲内で、その建物の一

部、設備、器械及び器具

を、法人に勤務しない医

師等の診療又は研究の

ために利用させること

ができる。

３ 法人は、法人の設置

目的の範囲内において、

法人以外の者から受託

し、又は法人以外の者と

連携して、調査及び研究

並びに業務を行うこと

ができる。

（法人の行う業務）

第４条 法人は、定款第

18 条の規定に基づき、

次の業務を行うものと

する。

(1) 精神科及び神経科に

関する医療の提供

(2) 精神科及び神経科に

関する医療の調査及び

研究

(3) 精神科及び神経科に

関する医療技術者の研

修

(4) 前 3号に掲げる業務

に付帯する業務

２ 法人は、前項の業務

の他、同項の業務の遂行

に支障のない範囲内で、

その建物の一部、設備、

器械及び器具を法人に

勤務しない医師等の診

療又は研究のために利

用させることができる。

３ 法人は、法人の目的

の範囲内において、法人

以外の者から受託し、又

は法人以外の者と連携

して、調査及び研究並び

に業務を行うことがで

きる。

（法人の行う業務）

第４条 法人は、定款第

18 条の規定に基づき、

次の業務を行うものと

する。

一 医療の提供

二 医療に関する調査

及び研究

三 医療に関する技術

者の研修

四 児童福祉施設最低

基準(昭和23年厚生省令

第 63号)第 48条第 2号

に規定する第一種自閉

症児施設の運営

五 前各号に掲げる業

務に附帯する業務

２ 法人は、前項の業務

のほか、同項の業務の遂

行に支障のない範囲内

で、その建物の一部、設

備、器械及び器具を、法

人に勤務しない医師等

の診療又は研究のため

に利用させることがで

きる。

３ 法人は、法人の目的

の範囲内において、法人

以外の者から受託し、又

は法人以外の者と連携

して、調査及び研究並び

に業務を行うことがで

きる。

（法人の行う業務）

第４条 法人は、定款第

18 条の規定に基づき、

次の業務を行うものと

する。

一 医療の提供及びそ

の附帯業務

二 医療に関する調査

及び研究並びにその附

帯業務

三 医療に関する技術

者の研修及びその附帯

業務

（国立病院機構の行う

業務）

第４条 国立病院機構

は、機構法第１３条の規

定に基づき、次の業務を

行うものとする。

一 医療の提供及びその

附帯業務

二 医療に関する調査及

び研究並びにその附帯

業務

三 医療に関する技術者

の研修及びその附帯業

務

２ 国立病院機構は、前

項の業務のほか、同項の

業務の遂行に支障のな

い範囲内で、その建物の

一部、設備、器械及び器

具を、国立病院機構に勤

務しない医師、歯科医師

等の診療又は研究のた

めに利用させることが

できる。

（学生支援）

第４条 法人は、学生が

学習しやすい環境づく

りを推進し、全ての学生

に対し、修学、進路選択

や心身の健康等に関す

る相談など学生生活に

関する相談・情報提供な

どの支援活動を行うも

のとする。

（受託研究等）

第５条 法人は、民間企

業や試験研究機関等と

の間の共同研究や受託

研究、これらへの技術指

導を拡充するなど、法人

以外の者と連携して教

育研究活動の推進に取

り組むものとする。

(学習機会の提供及び社

会貢献)

第６条 法人は、府民の

生涯学習への需要に応

えるよう、学部・大学院

における社会人の受け

入れの推進や多様な公

開講座の充実に取り組

み、幅広く学習機会を提

供するとともに、大学に

蓄積された知識や技術

を積極的に社会に還元

し、地域社会及び国際社

会の発展に寄与するも

のとする。

（附帯事業）

第７条 法人は、第３条

から前条までに掲げる

業務を効果的かつ効率

的に実施するため、附帯

して必要となる関連業

務を行うことができる。

緊急時の

知事の要

求

（不要）

（緊急時の知事の要求）

第５条 法人は、定款第

19 条の規定に基づき、

知事から定款第 18 条第

1号又は第2号に掲げる

業務のうち必要な業務

の実施を求められたと

きは、その求めに応じ、

当該業務を実施するこ

ととする。

（緊急時の知事の要求）

第５条 法人は、定款第

19 条の規定に基づき、

知事から定款第 18 条第

1号又は第2号に掲げる

業務のうち必要な業務

の実施を求められたと

きは、その求めに応じ、

当該業務を実施するこ

ととする。

（緊急時の厚生労働大

臣の要求）

第５条 国立病院機構

は、機構法第１９条第１

項の規定に基づき、厚生

労働大臣から機構法第

１３条第１項第１号又

は第２号の業務のうち

必要な業務の実施を求

められたときは、正当な

理由がない限り、その求

めに応じ、当該業務を実

施することとする。

業務の委 （業務の委託） （業務の委託） （業務の委託） （業務の委託） （業務の委託） （業務の委託） （業務の委託） （業務の委託） （業務の委託） （業務の委託） （業務の委託）

※先行大学事例のうち、

定款に記載の事項を

重複して記載している

事例（少数事例）の一

つ

※先行大学事例のうち、

定款に記載の事項を

重複して記載しない事

例（多数事例）の一つ
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国立病院機構

国立大学法人

東京大学

公立大学法人大分県立

看護科学大学

公立大学法人大阪府立

大学静岡県 秋田県 山形県 岡山県 大阪府 宮城県

法人／病院数 3法人 ／ 3病院 1法人 ／ 3病院 1法人 ／ 2病院 1法人 ／ 1病院 1法人 ／ 1病院 1法人 ／ 5病院 1法人 ／ 1病院 － － － －

託 第４条 法人は、定款第

17 条に規定する業務の

一部を法人以外の者に

委託することにより効

率的にその業務を遂行

することができると認

められ、かつ、委託する

ことにより優れた成果

を得られることが期待

できる場合には、業務の

一部を委託することが

できる。

第４条 法人は、定款に

規定する業務の一部を

法人以外の者に委託す

ることにより効率的に

その業務を遂行できる

と認められ、かつ、委託

することにより優れた

成果を得られることが

十分期待できる場合、業

務の一部を委託するこ

とができる。

第５条 法人は、定款に

規定する業務の一部を

外部の者に委託するこ

とにより効率的にその

業務を遂行することが

できると認められる場

合は、その業務の一部を

委託することができる。

第５条 法人は、定款に

規定する業務の一部を

外部の者に委託するこ

とにより効率的にその

業務を遂行することが

できると認められる場

合は、その業務の一部を

委託することができる。

第６条 法人は、定款に

規定する業務の一部を

外部の者に委託するこ

とにより効率的にその

業務を遂行することが

できると認められる場

合、業務の一部を委託す

ることができる。

第６条 法人は、定款に

規定する業務の一部を

外部の者に委託するこ

とにより効率的にその

業務を遂行することが

できると認められる場

合、業務の一部を委託す

ることができる。

第５条 法人は、その業

務を他に委託して実施

することが効率的であ

ると認める業務の一部

を委託することができ

る。

２ 法人は、委託先の選

定に当たっては、受託の

実績、財務内容、保有す

る設備等の状況、当該業

務に関する知見及び受

託業務への習熟の程度

を勘案しつつ、委託費の

縮減等に十分に配慮す

るものとする。

第７条 国立病院機構

は、他に委託して実施す

ることが効率的である

と認める業務の一部を、

委託することができる。

２ 国立病院機構は、委

託先の選定に当たって

は、受託の実績、財務内

容、保有する設備等の状

況、当該業務に関する知

見及び受託業務への習

熟の程度を勘案しつつ、

委託費の縮減等に十分

に配慮するものとする。

第３条 大学法人は、法

人法第２２条第１項第

１号、第２号、第４号、

第５号及び第７号に規

定する業務の一部を大

学法人以外の者に委託

することにより効率的

にその業務を遂行する

ことができると認めら

れ、かつ、委託すること

により優れた成果を得

られることが十分期待

できる場合、業務の一部

を委託することができ

る。

第３条 法人は、定款に

規定する業務の一部を

法人以外の者に委託す

ることにより効率的に

その業務を遂行するこ

とができると認められ、

かつ、委託することによ

りすぐれた成果を得ら

れることが十分期待で

きる場合、業務の一部を

委託することができる。

第８条 法人は、公立大

学法人大阪府立大学定

款に規定する業務の一

部を外部の者に委託す

ることにより効率的に

その業務を遂行するこ

とが認められ、かつ、委

託することにより優れ

た成果を得られること

が十分期待できる場合、

業務の一部を委託する

ことができる。

委託契約 （委託契約）

第５条 法人は、前条の

規定により業務を委託

するときは、受託者との

間に業務に関する委託

契約を締結するものと

する。

（委託契約）

第５条 法人は、前条の

規定により業務を委託

するときは、受託者との

間に業務に関する委託

契約を締結するものと

する。

第５条

２ 法人は、前項の規定

により業務を委託しよ

うとするときは、受託者

と業務の委託に関する

契約を締結するものと

する。

第５条

２ 法人は、前項の規定

により業務を委託しよ

うとするときは、受託者

と業務の委託に関する

契約を締結するものと

する。

（委託契約）

第７条 法人は、前条の

規定により業務を委託

するときは、受託者と業

務に関する委託契約を

締結するものとする。

（委託契約）

第７条 法人は、前条の

規定により業務を委託

するときは、受託者と業

務に関する委託契約を

締結するものとする。

第５条

３ 法人は、業務を委託

しようとするときは、受

託者と業務の委託に関

する契約を締結するも

のとする。

第７条

３ 国立病院機構は、業

務を委託しようとする

ときは、受託者と業務の

委託に関する契約を締

結するものとする。

（委託契約）

第４条 大学法人は、前

条の規定により業務を

委託するときは、受託者

との間に業務に関する

委託契約を締結するも

のとする。

（委託契約）

第４条 法人は、前条の

規定により業務を委託

するときは、受託者との

間に業務に関する委託

契約を締結するものと

する。

（委託契約）

第９条 法人は、前条の

規定により業務を委託

するときは、受託者との

間に業務に関する委託

契約を締結するものと

する。

契約の方

法

（競争入札その他契約

に関する基本事項）

第６条 法人は、売買、

貸借、請負その他の契約

を締結する場合におい

ては、一般競争入札の方

法によるものとする。た

だし、契約の性質又は目

的が一般競争入札に適

しない場合その他法人

の規程で定める場合に

は、指名競争入札、随意

契約又はせり売りの方

法によることができる

ものとする。

（競争入札その他契約

に関する基本事項）

第６条 法人は、売買、

貸借、請負その他の契約

を締結する場合におい

ては、一般競争入札の方

法によるものとする。た

だし、別に定める場合

は、指名競争入札、随意

契約又はせり売りの方

法によることができる。

（契約の方法）

第６条 法人は、売買、

賃借、請負その他の契約

に関しては、一般競争入

札、指名競争入札、随意

契約又はせり売りの方

法によるものとする。

２ 法人は、前項の規定

による契約に関しては、

契約の性質又は目的に

応じ、費用の縮減等に十

分配慮した方法による

ものとする。

（契約の方法）

第６条 法人は、売買、

賃借、請負その他の契約

に関しては、一般競争入

札、指名競争入札または

随意契約の方法による

ものとする。

２ 法人は、前項の規定

による契約に関しては、

契約の性質又は目的に

応じ、費用の縮減等に十

分配慮した方法による

ものとする。

（契約の方法）

第８条 法人は、売買、

賃借、請負その他の契約

を締結する場合におい

ては、一般競争に付する

ものとする。ただし、契

約の性質又は目的が一

般競争に適しない場合

その他法人の規程で定

める場合は、指名競争に

付し、又は随意契約若し

くはせり売りによるこ

とができるものとする。

（契約の方法）

第８条 法人は、売買、

賃借、請負その他の契約

を締結する場合におい

ては、一般競争に付する

ものとする。ただし、契

約の性質又は目的が一

般競争に適しない場合

その他法人の規程で定

める場合は、指名競争に

付し、又は随意契約若し

くはせり売りによるこ

とができるものとする。

（契約の方法）

第６条 法人は、売買、

賃借、請負その他の契約

に関しては、一般競争入

札、指名競争入札又は随

意契約の方法によるも

のとする。

２ 法人は、前項の規定

による契約に関しては、

契約の性質又は目的に

応じ、費用の縮減等に十

分配慮した方法による

ものとするとともに、契

約過程の透明性及び効

率性の向上を図るもの

とする。

（調達契約に関する基

本的事項）

第８条 国立病院機構

は、売買、貸借、請負そ

の他の契約に関しては、

競争入札を実施するな

ど品質の向上、費用の縮

減等に十分に配慮した

方法によるものとする。

２ 国立病院機構は、売

買、貸借、請負その他の

契約に関しては、契約過

程の透明性及び効率性

の向上を図るとともに、

不正行為を防止するた

め必要な措置を講ずる

ものとする。

（競争入札その他契約

に関する基本事項）

第５条 大学法人は、売

買、貸借、請負その他の

契約を締結する場合に

おいては、公告して申込

みをさせることにより

競争に付するものとす

る。ただし、契約の性質

又は目的が競争を許さ

ない場合その他大学法

人規則等で定める場合

は、指名競争又は随意契

約によることができる

ものとする。

（競争入札その他契約

に関する基本事項）

第５条 法人は、売買、

賃貸借、請負その他の契

約を締結する場合にお

いては、公告して申込み

をさせることにより競

争に付するものとする。

ただし、別に定める場合

は、指名競争入札又は随

意契約の方法によるこ

とができるものとする。

（契約の方法）

第１０条 法人は、売

買、貸借、請負その他の

契約を締結する場合に

おいては、すべて公告し

て申込みをさせること

により競争に付するも

のとする。ただし、契約

の性質又は目的が競争

を許さない場合その他

法人の規則で定める場

合は、指名競争又は随意

契約に付すことができ

るものとする。

契約の特

例 （不要）

（契約の特例）

第９条 1994 年４月 15

日マラケシュで作成さ

れた政府調達に関する

協定を実施するため、国

立病院機構の締結する

契約のうち当該協定の

適用を受けるものに関

第５条

２ 政府調達に関する

協定（平成７年条約第

23 号）その他国際約束

の適用を受ける契約に

ついては、同協定及び国

際約束に定められた調

達手続きによるものと
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する事務の取扱いにつ

いては、別に定める。

する。

病院の移

譲、統合又

は廃止

（不要）

（病院の移譲、統合又は

廃止）

第６条 国立病院機構

は、機構法附則第７条の

規定に基づき、当分の

間、国立病院機構の成立

前に厚生労働大臣が定

めた病院の移譲、統合又

は廃止に係る業務を行

うものとする。

出資の方

法に関す

る基本的

事項

（不要）

（出資の方法に関する基本的事項）

第２条 大学法人は、法人法第 22

条第1項第6号及び国立大学法人法

施行令（平成 15 年政令第 478 号）

第3条に基づき、特定大学技術移転

事業を実施する者に対し、次の各号

に掲げる要件をすべて満たす場合に

限り出資することができる。

(1)出資の相手方が適切であること。

(2)大学法人にとって適正な出資で

あること。

(3)出資に係る給付及び取得株式の

価額等が適正なものであること。

２ 前項により出資を行う場合には、

経営協議会の審議及び役員会の議決

を経なければならない。

３ 前２項に定めるもののほか、出資

に関し必要な事項は大学法人規則等

で定める。

外部資金

の受入れ （不要）

（外部資金の受入れ）

第６条 法人は、業務の

遂行に資するため、寄附

金その他の外部資金を受

け入れることができる。

施設等の

貸付け （不要）

（施設等の貸付け）

第７条 法人は、業務に

支障がない場合は、法人

の土地、施設又は設備の

一部を法人以外の者に貸

し付けることができる。

雑則 （委任）

第７条 この業務方法

書に定めるもののほか、

法人の業務に関し必要

な事項は、法人の規程で

定める。

（雑則）

第７条 この業務方法

書に定めるもののほか、

法人の業務に関し必要

な事項は、別に定める。

（その他）

第７条 法人は、この業

務方法書に定めるもの

のほか、その業務に関し

必要な事項については、

法人の規程に定めるも

のとする。

（その他）

第７条 法人の業務に

関し必要な事項は、この

業務方法書に定めるも

ののほか、法人の規程の

定めるところによる。

（雑則）

第９条 法人は、この業

務方法書に定めるもの

のほか、業務に関し必要

な事項については、会計

規程その他法人の規程

に定めるものとする。

（雑則）

第９条 法人は、この業

務方法書に定めるもの

のほか、その業務に関し

必要な事項については、

会計規程その他の法人

の規程に定めるものと

する。

（規程への委任）

第７条 法人の業務に

関し必要な事項は、この

業務方法書に定めるも

ののほか、法人の規程の

定めるところによる。

（会計規程への委任）

第１０条 この章に定め

るもののほか、契約の方

法その他の国立病院機

構が行う契約に関して

必要な事項は、通則法第

４９条の規定による規

程で定める。

（その他）

第６条 この業務方法

書に定めるもののほか、

大学法人の業務に関し

必要な事項については、

別に定める。

（その他）

第８条 この業務方法

書に定めるもののほか、

法人の業務に関し必要

な事項は、別に定める。

（雑則）

第１１条 法人は、この

業務方法書に定めるも

ののほか、その業務に関

し必要な事項について、

別に定めるものとする。

附則 附則

この業務方法書は、岐阜

県知事の認可のあった

日から施行し、平 22 年

４月１日から適用する。

附 則

この業務方法書は、静岡

県知事の認可があった

日から施行し、平成 21

年４月１日から適用す

る。

附則

この業務方法書は、平成

21 年４月１日から施行

する。

附則

この業務方法書は、平成

20 年 4 月 1 日から施行

する。

附則

この業務方法書は、知事

の認可の日から施行し、

平成19年4月1日から

適用する。

附則

この業務方法書は、知事

の認可の日から施行し、

平成 18 年 4 月 1 日か

ら適用する。

附 則

この業務方法書は、知事

の認可のあった日から

施行し、平成 18 年４月

１日から適用する。

附 則

（施行期日）

この業務方法書は、通則

法第 28 条第１項の規定

により厚生労働大臣の

認可を受けた日から施

行し、平成 16 年４月１

日から適用する。

附則

この業務方法書は、文部

科学大臣の認可のあっ

た日から施行し、平成

16 年４月１日から適用

する。

附則

この業務方法書は、大分

県知事の認可のあった

日から施行し、平成 18

年４月１日から適用す

る。

附 則

この業務方法書は、大阪

府知事の認可の日から

施行し、平成 17 年４月

１日から適用する。


